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自然災害に備える︕︕

　各地で自然災害が相次ぐ日本では、被災は他人事ではありません。いつ、どこで起
こるか分からない災害、次のような点を必ず確認しましょう。
住まいの安全確認　地震による負傷者の約 30～ 50％は家具類の転倒や落下・移動
でケガをしています。家具の固定や配置の工夫をし、ケガのリスクを減らしましょう。
　家具は少なく、向きや配置の工夫をする／家具を固定する（Ｌ字金具、突っ張り棒
などを使用）／住宅の耐震性を確認する
　台風によって起きる被害は、水害や土砂被害、強風による災害など様々です。
　屋根、壁、窓からの雨漏りがないか、破損はないか確認する／雨戸がない窓のガラ
スに「飛散防止用フィルム」を貼る／浸水する恐れがある家屋は土のうを準備する／
重要な家財道具や非常備蓄品などを高いところへ移す

避難場所、経路の確認　ハザードマップを確認する／避難所、広域避難場所への経路
を、昼間と夜間それぞれ実際に歩いてみる
備蓄品の確認　普段利用している食品や衛生用品などの生活必需品は多めに買い置き
し、使ったら買い足すという流れを作りましょう。
保険の補償内容の確認　住宅や家財の損害をカバーする保険の備えは欠かせません。
深刻な被害を及ぼす風水害と地震に対する補償は特に重要なポイントです。
・豪雨などに伴う床上浸水や土砂崩れ、土石流などによる災害→火災保険の『水災』
・竜巻・突風・台風による暴風被害→火災保険の『風災』
・地震・噴火・津波の被害→地震保険『火災保険と併せて契約』
災害に便乗した不審な勧誘に注意　大きな災害が起きると、住宅の修理や賃貸契約な
どのトラブルや、災害に便乗した不審な勧誘や悪質商法のトラブルが、被災地に限ら
ず増える傾向にあります。不審な訪問や電話を受けた場合は、きっぱり断りましょう。

　消費生活センター（本庁舎 2階）☎ (23) ８８９９ ／ FAX（23）８８２０

１　職員数に関する状況　部門別職員数の状況と主な増減理由

２　職員の給与に関する状況
 （１）　人件費の状況（普通会計決算）

 　　　　※ 人件費（B）には、職員給料・手当のほか、事業費支弁職員人件費、議員、各種委員、
特別職の  給与、報酬が含まれています。

 （２）　職員給与費の状況（普通会計予算）

 （３）　職員の平均給料月額及び平均年齢

  　　　※ 1． 一般行政職とは、戸籍、年金等の受付や福祉、経理等の業務に従事する事務職員と
土木建築等の設計監理業務などに従事する技術職員です。

　　　　   2．技能労務職とは、自動車運転手、清掃作業員、道路補修作業員や給食調理員などです。
 （４）　職員の初任給の状況

          　※ 一般行政職には行政職給料表が、技能労務職には技能労務職給料表が適用され、異なっ
た給与体系になっています。

 （５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

           ※ 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をい
います。

 （６）　一般行政職の級別職員数の状況

（７）　職員手当の状況
手当の種類 支給額等

扶養手当

支給対象者
(1) 配偶者   
(2) 満 22歳に達する日以後の最初の３月31日
　　までの間にある子、孫及び弟妹
(3) 満 60歳以上の父母及び祖父母
(4) 重度心身障がい者 
支給額（月額）

地域手当

支給対象者
全職員
支給額
（給料月額+管理職手当+扶養手当）×支給割合
支給割合は３％

住居手当

支給対象者
住宅を借り受け、月額16,000 円を超える家賃を支払っている職員
支給額（月額）

通勤手当

支給対象者
(1) 交通機関等を利用する職員
(2) 自動車等を使用する職員
支給額（月額）

時間外
勤務手当

　正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
・勤務日における時間外勤務１時間につき
 当該職員の時間単価×125／ 100 
・週休日における時間外勤務１時間につき
 当該職員の時間単価×135／ 100 
・午後 10時から翌日の午前５時までの間である場合は、
　その割合に100分の 25を加算した割合

期末手当
勤勉手当

勤勉手当の支給月数（管理監督職を除く）は、成績標準者に係るものです。 
（職制上の段階、職務の級等による加算措置有）

退職手当

定年前早期退職特例措置として、2～ 45％の加算があります。  
（８）　特別職の報酬等

 ※市長の報酬等月額は平成30年 7月 1日から 30％減額しています。
３　公平委員会の業務の状況
（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況　　　　該当なし
（２）　不利益処分等に関する不服申し立ての状況　該当なし
（３）　職員からの苦情の処理の状況

■栃木市人事行政の運営等の状況（概要）　栃木市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、令和元年度の栃木市の人事行政
運営等の状況について、次のとおり公表します。詳細は、市ホームページに掲載しています。　問合先　職員課　☎ (21)2351

　 　 　 　 　 区 分
部    門

職員数 対前年
増減数 主な増減理由元年度 2年度

一般行政

議会 10 10 0
総務 257 256 ▲ 1 事務の統廃合
税務 68 66 ▲ 2 事務の統廃合
民生 225 223 ▲ 2 事務の統廃合
衛生 71 71 0
労働 1 1 0

農林水産 59 56 ▲ 3 事務の統廃合
商工 37 33 ▲ 4 事務の統廃合
土木 121 121 0
小計 849 837 ▲ 12

特別行政
教育 179 171 ▲ 8 事務の統廃合
消防 187 190 3 業務増
小計 366 361 ▲ 5

普通会計 1,215 1,198 ▲ 17

公営企業等

水道 27 27 0
下水道 27 25 ▲ 2 事務の統廃合
その他 66 64 ▲ 2 事務の統廃合
小計 120 116 ▲ 4

合計 1,335 1,314 ▲ 21

区分 住民基本台帳人口
（Ｒ元年度末）

歳出額
（A） 実質収支 人件費

（B）
人件費率
（B/A）

前年度
人件費率

元年度 　　     　　人  
   159,295

　　　　 千円
67,294,036

　　　   千円 
 5,003,966

　　 　　千円  　
11,626,026

　　　   ％
 17.3

　      ％　　 
  19.0

区分 職員数
（Ａ）

給与費 1人当たり給与費
（Ｂ /Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

２年度 1,215          千円
4,736,075

          千円
 942,577

            千円
  2,032,020

           千円
 7,710,672 

            千円
     6,346

区　分 給料月額

一般行政職 大 学 卒 182,200 円
高 校 卒 150,600 円

技能労務職 高 校 卒 143,000 円

勤続年数 支給率
自己都合 応募認定・定年

勤続20年  19.6695月分  24.586875月分 
勤続 25年  28.0395月分  33.27075月分
勤続 35年  39.7575月分  47.709 月分
最高限度額  47.709 月分  47.709 月分

期末手当 勤勉手当 計
　６月期 1.3 月分 0.95 月分  2.25 月分
１２月期 1.3 月分 0.95 月分  2.25 月分
計 2.60 月分 1.90 月分  4.50 月分

交通機関等利用 55,000 円以内
自動車等使用

（通勤距離に応じ）
2,000円から　　
31,600 円まで　　

借　家 28,000 円以内

配 偶 者　　　　 6,500円
子 1人につき10,000 円　　

父母等 1人につき6,500円
満 16歳の年度初めから満 22

歳の年度末までの子
1人につき　

5,000円加算

区分 報酬等月額
市長 1,020,000 円
副市長 840,000 円
議長 535,000 円
副議長 465,000 円
議員 420,000 円

相談処理件数 ｌ件 処理件数 ｌ件

　平均給料月額 　平均年齢
一般行政職 329,795 円 43.1 歳
技能労務職 300,375 円 54.3 歳

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計
標 準 的 な
職務内容 主事 主事 主任 主査 副主幹 課長

補佐 課長 部長

職員数 62 233 101 302 163 81 98 20 1,060 
構成比 5.9% 22.0% 9.5% 28.5% 15.4% 7.6% 9.2% 1.9% 100.0%

区　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職 大学卒 253,018 円 348,725 円 376,975 円 411,227 円
高校卒 213,750 円 － 347,875 円 372,983 円


